
.緒言

急速な高齢化社会を迎えている我が国において、高

齢者の平 寿命の延命だけが重要ではなく、高齢者自

身の体力や健康状態、Quality of Life(QOL)を低下さ

せることなく健康寿命を延ばすことが重要である。

高齢期の筋量減少や筋力の低下は、加齢の影響に加

えて日常生活の身体活動量の低下による不活動で、そ

の低下率はより加速する 。さらに、身体活動量の低
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.要約

【目的】急速な高齢化社会を迎えている我が国において、高齢者の平 寿命だけが重要ではなく、高齢期におけ

る体力や健康状態、Quality of Life(QOL)を低下さることなく健康寿命を延ばすことが重要であり、積極的に体力

を維持あるいは向上していく取り組みが必要不可欠となる。我々は、これまでに介護予防を目的とした わかやま

シニアエクササイズ を 案し実施してきた。本運動プログラムは、特別な機材や設備を必要とせず、20㎝のステ

ップ台を利用し昇降運動を行うステップ運動や自重のみを負荷とする筋力トレーニングを中心に、特定の場所に限

定せず自宅でも運動でき、運動教室終了後以降も継続的に運動プログラムを取り組める。本運動プログラムにおい

ては、これまでに３カ月間の実施によるトレーニング効果として、体力測定により下肢筋力の改善、CT法により歩

行能力に関係する大腰筋や大腿部の筋量増加が認められ、高齢者の身体的機能維持・向上に有効であることを報告

してきた。しかし、３カ月間の運動教室終了以降における長期にわたり継続してトレーニングをすることによる体

力や主観的健康度などのトレーニング効果を明らかにしていない。そこで本研究では、我々の 案した運動プログ

ラムを用いて、２年間トレーニングを実施した自立高齢者を対象に、長期間のトレーニング効果を明らかにするこ

とを目的とした。【方法】本研究は、65歳以上の地域に在住する自立高齢者を対象に、低～中強度での有酸素運動

となるステップ運動と自体重を利用した筋力トレーニングを中心とした複合的運動プログラムである わかやまシ

ニアエクササイズ を、２年間実施した31名71.6±5.2歳(男性；10名73.4±6.1歳、女性；21名70.7±4.6歳)を対象

とした。測定項目には、追跡アンケート調査および体力測定を行った。追跡アンケートは、運動教室開始２年間の

うち１年経過時までの主観的健康状態・身体症状について質問した。体力測定では、下肢筋力や歩行能力、柔軟性

などを運動教室開始２年経過時まで検証した。【結果】運動教室開始１年後までの主観的健康状態は、運動教室開

始前に比べ 非常によい あるいは よい と回答した人が12人から29人と主観的な健康状態は改善していた。 疲

れ(だるさ)、 膝の痛み の身体的自覚症状においても、運動教室開始前に比べ症状が改善していた。体力測定結

果は、下肢筋力としての30秒スクワットにおいて、運動教室期開始前に比べ運動教室開始１年後に45.2％、２年経

過した時点では46.8％の有意に高い値を維持していた(どちらもｐ＜0.01)。【 察】３カ月間の わかやまシニアエ

クササイズ を使用した運動教室に参加した後に、本運動プログラムを継続して実施していた高齢者は、長期間に

わたり主観的健康状態、身体症状が良好な状態に維持され、体力測定において運動教室期間で改善した下肢筋力や

歩行能力を以後２年間維持していたことが認められた。【結論】本運動プログラムが、３カ月間の運動教室終了後も

継続して実施することで、自立高齢者の主観的な健康状態や身体的機能の維持・向上に有効であることが確認でき

た。
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下は、死亡率、生活習慣病の有病率や発症率を高め

る 。そのため、健康寿命を延ばしQOLを低下させる

ことなく自立した生活を長期にわたり維持するために

は、積極的に体力を維持あるいは向上していく取り組

みが必要不可欠となる。

これまで、自立高齢者を対象とした体力の維持・向

上を目指した運動プログラムにおいて、日常生活動作

(ADL；Activities of Daily Living)の維持・改善に

有効とされる筋力トレーニングのプログラムが主体と

なっている 。しかし、介護が必要となる要因の中に

は、男女ともに脳血管系疾患の悪化が原因として大き

く占めることも事実である 。そのため、介護予防のた

めの運動プログラムには、筋力トレーニングと有酸素

運動を含む複合的な運動プログラムとすることが有効

であると えている。

我々は、これまでに地域在住の自立高齢者を中心に、

３カ月間の運動教室を開催し介護予防として、有酸素

運動となる20㎝の高さを基本とした台を利用し昇降運

動を行うステップ運動と自重のみを負荷とした筋力ト

レーニングを中心に構成した わかやまシニアエクサ

サイズ を 案し実施している。本運動プログラムは、

３カ月間のトレーニング効果として、筋力、筋持久力、

筋パワーの向上、HDL-Cの増加、大腰筋および大腿部

の筋横断面積での増加を認め、運動プログラムの実用

性と有効性を確認してきた 。また、本運動プログラ

ムは、特別な機材や場所を必要としないことから、自

宅でも運動ができ運動教室終了後も継続的に運動プロ

グラムに取り組めることが可能であった。しかし、３

カ月間の教室終了以降の長期にわたり継続してトレー

ニングをすることにより、体力や主観的健康状態など

の長期的なトレーニング効果は明らかにしていない。

そこで本研究では、我々の 案した運動プログラム

を使った介護予防運動教室に参加し、運動教室開始か

ら２年間にわたりトレーニングを実施した自立高齢者

を対象に わかやまシニアエクササイズ の長期的な

トレーニング効果を明らかにすることを目的とした。

.方法

Ａ.対象者

2004年に和歌山県地域支援事業として、地域在住の

自立高齢者を対象に わかやまシニアエクササイズ

運動プログラムを使って介護予防運動教室を開催し２

年以上経過したＡ町で検証した。その中で運動教室開

始前、運動教室終了時、運動開始から１年後、運動教

室開始から２年後の計４回すべての体力測定に参加し

記録のある31名71.6±5.2歳(男性10名73.4±6.1歳、女

性21名70.7±4.6歳)を対象とした(表１)。参加者全員

には、研究の目的と測定内容を文章および口頭にて事

前に説明し、文章により同意を得た。

Ｂ.運動期間における運動プログラムおよび実施内容

運動教室開催期間となる３カ月間は、週１回の運動

教室開催時に運動プログラムの指導と確認を行い、自

宅を中心に運動教室で行った同様の内容を実施するこ

ととした。わかやまシニアエクササイズ運動プログラ

ムの内容は、20㎝のステップ台を使用し各個人の低

～中強度程度で昇降運動を行うステップ運動、自体重

のみを負荷とし等速で行う筋力トレーニング、ゆっく

りとした歩く動作を基本に動的なバランス能力を高め

る筋トレウォーク、運動実施前後に行う静的なストレ

ッチ運動で構成した。個人のステップ運動における運

動強度の決定方法は、トレーニングでも使用する20㎝

のステップ台を利用し、４分間を一定速度で昇降運動

を行い、その後２分間の休憩を合わせて１ステージと

して最大６ステージ実施した。各ステージを重ねるご

とに、ステップ昇降速度を上げていく最大下での多段

階漸増負荷試験(各ステージの昇降回数；10回╱分、15

回╱分、17.5回╱分、20回╱分、22.5回╱分、25回╱

分)により決定した。各ステージでは、耳朶から微量の

血液を採取し乳酸を測定し、LT(Lactate threshold)

に相当するステップ運動昇降速度を決定し行う方法と、

心拍数と主観的運動強度(RPE；Rating of Per-

ceived Exertion)を各ステージ計測し、HRR(Hate
 

Rate Reserve)法により40～50％HRRに該当するま

たは、RPEが 楽である ～ ややきつい の間に該当

するステップ運動昇降速度を決定する方法を使用した。

３カ月間の運動教室終了後について、参加者にはこ

れまでと同様の運動プログラムを行い、ステップ運動

の個人の運動強度も変更なく自宅で継続して実施する

こととした。そして、引き続き週１回の運動教室にお

いても自主的運動教室として、運動教室運営をこれま

でに参加した高齢者が主体となり、教室の準備や片づ

けなど行うようにして、継続的に開催するようにして

もらった。自主的運動教室では、定期的に町のスタッ

フあるいは大学スタッフが運動状況や教室運営状況な

どの確認を行うこととし、３カ月間の運動教室期間と

同様に運動プログラムの確認と集団でのトレーニング

を行った。

Ｃ.測定項目

⒜血圧測定、体力測定

血圧は自動血圧計を利用し、椅子に座り安静にした

状態で測定した。
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70.7±4.673.4±6.171.6±5.2年齢(歳±標準偏差)

211031人数

女性男性全体

表1.トレーニング継続者のうち体力測定に参加した人数および年齢



運動教室の初回となる１週目、最終日となる13週目、

さらに運動教室開始１年後、２年後に体力測定を実施

した。体力測定項目は、４期間で全て計測した30秒ス

クワット(CS-30テスト) 、握力、30ⅿ早歩き、10ⅿジ

グザグ歩行、全身反応時間、長座位体前屈、開眼片足

立ち、起き上がり動作、最大５歩幅テスト、腿上げ10

回テストを実施した。

⒞アンケート調査

アンケート調査は、参加者の自己記入により行い、

３カ月間の運動教室期間の前後と、運動教室開始１年

後の追跡アンケートの計３回行った。追跡アンケート

調査については、Ａ町の保健師や社会福祉協議会のス

タッフが中心となり、自主的運動教室開催日に配布す

るとともに、欠席している参加者には、自宅に直接ア

ンケートを配布し本人が記入した後に回収した。アン

ケート内容は、調査時の主観的健康状態、自覚的身体

症状(疲れ、腰の痛み、膝の痛み)、運動継続に必要な

要因(必要と える７項目から該当するものを複数選

択)で構成した。

Ｄ.統計解析

基本統計量は平 ±標準偏差で表した。トレーニン

グによる運動教室開始前、運動教室終了時、運動教室

１年後、運動教室２年後のそれぞれの比較には、一元

配置分散分析および多重比較を用いた。有意水準は危

険率５％とした。全ての統計解析にはSPSS for Win-

dows Ver.12.0を用いた。

.結果

運動教室開始から教室終了時、運動教室開始１年後

までの計３回アンケート調査を実施した。主観的な健

康状態に関する質問の結果を図１に示した。運動教室

開始前に 非常によい と回答したのは３人で、３カ

月の運動教室終了時には12人、運動教室開始１年後は

19人と増加していた。また、運動教室開始前に よい

と回答していたのは９人で、教室終了時には15人、運

動教室開始１年後には10人となっていた。一方で、運

動教室開始前に よくない と回答した１人について

は、運動教室終了時に よい と回答し、運動教室開

始１年後には 非常によい と回答していた。さらに、

具体的な身体的自覚症状について質問した回答結果を

表２に示した。その中で、 疲れ(だるさ)に対する質

問で、運動教室開始前に よくある あるいは 時々

ある と回答した14名のうち、教室終了時に７人が よ

くなった と回答し、３カ月間の運動教室開始後で 変

わらない と回答した残りの７人のうち３人は、運動

教室開始１年後には よくなった と回答していた。

膝の痛み に対する質問では、運動教室終了後に５

名が よくなった と回答し、運動教室開始１年後に
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図1.運動教室開始から１年後の身体的な自覚症状
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表2.アンケート調査による運動教室開始から１年後までの自覚的身体症状の変化

運動教室開始から１年後

運動教室終了時

運動教室開始前

19人 10人 2人

12人 15人 3人

1人

1人1人

17人9人3人

非常によい よい ふつう あまりよくない よくない 無回答



は変化なく、悪化する参加者はいなかった。そして、

すべての質問項目において、運動教室終了時、運動教

室開始１年後におけるどの時期について運動教室開始

時から症状が 悪くなった と回答した参加者はいな

かった。

追跡アンケートでは、さらに運動教室開始１年後の

自宅でのトレーニング継続要因を調査した。その結果、

自宅でのトレーニングを継続するために必要な要因と

しては、 強い意志や意欲 19人、 運動教室への参加

18人、 家族のささえ 12人、 宿題 と 指導者のす

すめ ５人、 友達のささえ ４人となっていた(複数

回答)。

血圧測定による結果を表３に示した。運動教室開始

２年間の計４回測定で、31人のうち４人が血圧記録の

１部に欠損があったため27人で分析した。27人におい

て、SBPは運動教室開始前143.7±15.3mmHgから運

動教室開始から２年後では134.8±16.4mmHgとなり

有意ではなかったが平 －8.9mmHgの低下となった。

DBPについては、運動教室開始前の77.4±10.0mmHg

は、運動教室終了後で有意な降圧は認められなかった

が、運動教室開始から１年後で65.0±8.2mmHg、２年

後で66.9±12.2mmHgと運動教室開始前に比べ有意

に降圧していた(いずれもP＜0.01)(図２)。

体力測定の結果を表３に示した。運動教室終了時で

は、30秒スクワット、長座位体前屈、30ⅿ早歩き、10

ⅿジグザグ歩行、起き上がり動作、腿上げ10回テスト

の６項目で有意な改善が認められた(P＜0.05～P＜0.

01)。運動教室開始１年後は、運動教室期間中には認め

－90－

4.8±0.74.5±0.64.5±0.95.4±0.8脚上げ10回テスト(秒)

559.7±68.3577.1±64.1572.9±61.3533.5±65.3最大５歩幅テスト(㎝)

2.8±0.72.7±0.72.5±0.73.0±1.0起きあがり動作(秒)

60.9±45.457.4±45.469.1±39.842.2±41.5開眼片足立ち(秒)

6.7±1.06.5±0.96.5±0.77.7±1.110ⅿジグザグ歩行(秒)

13.3±2.312.3±1.913.3±1.415.3±2.230ⅿ早歩き(秒)

0.416±0.0650.387±0.0460.399±0.0570.429±0.065全身反応時間(秒)

43.4±7.844.0±7.546.2±7.639.6±7.5長座位体前屈(㎝)

29.6±7.729.4±8.628.6±7.828.5±7.9握力(㎏)

27.3±7.027.0±5.325.5±3.818.6±3.730秒スクワット(回)

66.9±12.265.0±8.272.1±9.877.4±10.0DBP(mmHg)

134.8±16.4133.3±15.5141.6±18.9143.7±15.3SBP(mmHg)

－－－155.5±8.7身長(㎝)

平 ±標準偏差平 ±標準偏差平 ±標準偏差平 ±標準偏差項目

教室開始から２年後教室開始から１年後運動教室終了時運動教室開始前

P＜0.01 P＜0.05；運動教室開始前と比較した場合
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表3.トレーニング継続者31名における体力測定の変化
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図2.運動教室開始から２年間のSBP･DBPの推移

P＜0.01；運動教室開始前と各期間との比較
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図3.運動教室開始から２年間の30秒スクワット運動の推移

P＜0.01；運動教室開始と各期間との比較



られなかった全身反応時間で運動教室開始前に比べ有

意な改善が認められた(P＜0.05)。そして、30秒スクワ

ットは、運動教室開始時の18.6±3.7回と比較して運動

教室終了時25.5±3.8回(改善率37.1%)、運動教室開始

１年後27.0±5.3回(改善率45.2%)、２年後27.3±7.0

回(改善率46.8%)といずれの期間でも有意に高い値が

認められた(いずれもP＜0.01)(図３)。さらに、30ⅿ早

歩き、10ⅿジグザグ歩行、腿上げ10回テストについて

も、運動教室開始前に比べ運動教室開始２年後で有意

に高い値が認められた(P＜0.05～P＜0.01)。

. 察

本研究では、３カ月間の運動教室に参加し運動教室

終了１年後の主観的身体症状を調査することを目的に

追跡アンケート調査を実施した。その結果、運動教室

期間中に良好となった状態を教室終了１年後も良好に

維持していることが確認された。

本運動プログラムは、週１回の教室の運動実施だけ

ではなく、自宅で同一の運動プログラムを行うように

構成した。自宅中心に行う運動プログラムとした理由

には、トレーニング頻度を増やすことができ運動の効

果をより高めることはもちろん、教室で確認したトレ

ーニングを自宅で繰り返すことで運動習慣の定着に繋

がり、運動教室終了後も継続的に行える利点がある。

自宅のみでのトレーニングについて、高齢者の運動

プログラムの実施には、施設より在宅運動プログラム

で行う方がライフスタイルに取り入れやすく、長期的

に継続して実施できることや費用対効果の観点では有

効であることの報告もある 。しかし、自宅のみに限定

すると運動習慣がこれまでになかった高齢者や低体力

者は、日常生活の中での大切な用事や仕事が優先的に

なり運動を中断してしまい、運動継続への低下をもた

らしてしまうことが えられる。そのため、教室終了

後に自宅でのトレーニングと同時に参加者による自主

的な運動教室開催を促したことは、少なくとも一時的

にトレーニングを中断してもトレーニング再開への一

つの動機付けになったことや自宅での運動の励みとな

ったと えている。また、自主的運動教室への円滑な

移行の準備として、運動教室期間中には参加者にでき

るだけ役割を任せ、受付や教室での準備、片付け、昼

食における食事代の回収や掃除なども振り分け参加者

主導による運営型で行ってきた。このことは、スタッ

フも少人数で行える利点と教室終了後も自主的な活動

として円滑に運動教室開催に移行できたと える。こ

のような本運動プログラムの運営方法は、社会的な交

流を意識したグループ・エクササイズ主体の運動プロ

グラムを、地域レベルで開催することや近所での社会

的な付き合いが運動継続には大きな要因であるとされ

ている 。本研究の追跡アンケート調査において

も、運動継続の要因として 運動教室の開催 、 家族

のささえ 、 指導者のすすめ 、 友人のささえ が必

要であるという回答結果からも確認され、今回の参加

者においても身のまわりの社会的環境やサポートが、

運動を継続するために重要な要因となっていたことが

確認できた。

これまでに我々は、地域に在住する高齢者を対象に、

３カ月間の本運動プログラムの実施が、CT検査により

大腰筋、大腿部の横断面積の増加に繋がり、体力測定

においても筋力、筋パワー、有酸素能力などを改善し、

６カ月後も継続することで、下肢筋力の向上、大腰筋

横断面積やHDL-Cが、さらに改善することを報告し

てきた 。しかし、長期的なトレーニング効果につ

いては明確にできていなかった。本研究により、運動

教室開始１年経過した時点で、継続して本運動プログ

ラムを行っている高齢者は自覚的健康状態および身体

症状についてアンケート調査結果について、各自覚的

身体的症状が 悪化 したものはなく、運動教室開始

から１年経過した後でも 維持 あるいは 良好 な

状態にあることが確認できた。

血圧は、２年間を通じSBPは有意な降圧が認められ

なかったものの運動教室開始前SBP143.7±15.3

mmHgは、高血圧となるSBP140mmHgを上回ってい

る値から運動教室開始２年後は134.8±16.4mmHgと

下回る結果となった。DBPについては運動教室開始時

77.4±10.0mmHgと上回ることはなかった。高齢者の

特徴として、SBPのみが上昇する収縮期高血圧があげ

られ、SBPの管理が高齢者にとって重要であるとされ

る。本研究では、運動継続にともない血圧は、運動教

室開始前に比べ運動開始２年経過時には安定もしくは

低下していることが確認できた。

体力測定における30秒スクワットは、運動教室開始

前の値に比べ、すべての期間で有意に高く、運動教室

開始１年後と２年後は運動教室終了時のトレーニング

効果を維持していた。歩行能力としての30ⅿ早歩き、

巧緻性としての10ⅿジグザグ歩行、腿上げ10回テスト

についても同様に改善し、歩行動作などの日常生活に

影響する項目で長期にわたり運動教室期間の効果を維

持していることが確認できた。トレーニング効果を維

持するためには、運動を継続的に実施しなければなら

ず、運動中止による運動効果はそれほど長期に続かな

いとされる 。そのため、本運動プログラムの特徴であ

る下肢を中心としたトレーニング様式において、下肢

筋力としての30秒スクワット、歩行能力としての30ⅿ

早歩きの運動教室期間中の改善を長期的に維持してい

ることは、参加者が教室終了後も継続し運動を実施し

ていることによる効果であると えられる。このこと

から、本運動プログラムの継続的な運動実施により、

高齢者の下肢筋力や歩行能力を改善し長期的に維持で

きることが確認でき、長期トレーニングによる有効性

を示すことができた。しかし、柔軟性としての長座位
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体前屈では運動教室終了時のみ有意な改善が認められ、

それ以降の期間では認められなかった。運動による効

果として、一次予防の観点からすればトレーニング前

に比べて改善していなくても維持でき、低下していな

いことは、良好な結果であったと えられる。しかし、

ストレッチ運動の重要性は運動中の障害を防止するだ

けではなく、腰痛や転倒などのリスクを少なくさせ、

すべての関節を適切な範囲で動かすことは筋・骨格系

機能、バランス、敏捷性を維持するために重要である。

そのため、今回の運動期間中のみでの有意な改善から、

それ以降トレーニング前に比べ変化がなかったことは

今後ストレッチ運動についても継続して実施できるよ

うに指導をしていく必要があると えた。

.結語

本研究は、65歳以上の高齢者で介護予防を目的に わ

かやまシニアエクササイズ 運動プログラムを使った

運動教室の参加者で、その後も継続して運動プログラ

ムを行っている自立高齢者を対象に、運動教室開始１

年後の追跡アンケート調査と２年間の体力測定により

長期間のトレーニング効果を明らかとすることとした。

その結果、運動教室期間後、継続して運動をしている

高齢者は、主観的健康状態、自覚的身体症状が運動教

室終了後よりも維持あるいは改善している参加者が確

認できた。また、運動教室開始２年経過した時点での

計４回実施した体力測定結果においては、下肢筋力や

歩行能力は運動教室終了時のトレーニング効果を維持

していた。このことにより、本運動プログラムを継続

して行うことは、高齢者の主観的健康状態や体力維持

に有効であることが確認できた。
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